Part-Time Job Problems for Chinese Students under the Revised IC & RR Act (I) by Oka, Masumi
岡山大学経済学会雑誌24（3），1992，61～90
入管法改正に伴う中国人私費留学生の
　　　　　　アルバイト問題（1）
?
益 巳
　　　　　　　　目　　　次
1．序
2．我が国及び岡山県における外国人留学生の現状
3．「入管法」改正の背景と留学生にかかわる改正点
4．岡山県下の中国人私費留学生の実態（1）一その経済的側面
（以上本号）
5．岡山県下の中国人私費留学生の実態（ll）一改正入管法とアルバイト
6．資格外活動許可基準に対する提言
（以上次号）
1．序
　従来，留学生のアルバイトは週20時間程度であれぽ自由であったが，「出
入国管理及び難民認定法」（以下「入管法」と略称する。）が改正され，
1990年6月1日に施行されたのに伴い，資格外活動の申請を行い，許可を得
ることが必要となった。この「改正」により，留学生，特に，劣悪な経済的
条件のもとでの留学生活を余儀なくされている中国人私費留学生がいかなる
影響を被っているのか，その実態を探ってみることにする。中国人私費留学
生の経済的困窮度に関しては，留学生の1ヵ月の平均収入の出身国別比較か
ら中国人留学生の平均収入が最：低である，と報告した東海大学教育研究所
（1990）の調査からも容易に推察できる（D（表1参照）。
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衷1　出身国・地域別1ヵ月の
　　平均収入
国・地域 金額：円
? ?
147，700
インドネシア 147，000
? ? 134，000? ?
！06，000? ?
91，600
そ　　の
?
96，000
注！）東海大学教育研究所
　　（1990）の表2－3より
　作成溢2）回答者が10人未満の
　10力国はその他に一括さ
　れている。
　入管法の改正は，いわゆる人の国際化に的
確に対処することを意図して行われたわけで
あるが，それはあくまで管理する側の都合で
あって，十分野配慮がなされたにせよ，今回
の改正が留学生にとって必ずしもフ．ラスとな
るものであるとは言い難い。改正時には，留
学生の立場からの反論も述べられているし，
留学生自身の中にも「改悪」と受けとめてい
る者がかなり存在する。例えば，中国語圏か
らの留学生を読者とする『留学生新聞』の調
査によると（2｝，就学生も含めて，入管法の改正を「改善」と捉えている者
7．1％に対して，「改悪」と感じている者37．3％，「余り変わらない」が
37，3％，「わからない」が18．3％となっている。また，情報不足が原因で，留
学生，特に外国人労働者の問で一種のパニック状態が生じ，規制強化を恐れ
た外国人労働者が東京入管に詰めかけたことに対して，長谷川法務大臣が1司
年6月1日の参議院法i務委員会で陳謝するといった一幕もあった（1990年6
月2日付r読売新聞』）。また，労働省は6月1日付で，都道府県知事宛に改
正法の周知徹底を求める通達を出した（1990年6月1日付『日本経済新
聞』）。
　そこで，まず我が国の留学生の現状を概観し，次いで入管法改正の背景や
経緯について概括した上で，中国人私費留学生の経済的側面，特にアルバイ
トをめぐる実態について分析し，最後に入管法改正のもたらした問題点につ
（1）この調査は1988年11月から12月半かけて，東海大学在学中の留学生221人を対象にし
　て実施され，回答者200入，回答率90．5％であった。
（2）　『留学生新聞』（1990年9月号）。この調査は同紙が，1990年7月に読者アンケートと
　して千人を対象に行ったもので，回収率31．1％であった。回答者の88，4％は中国人であ
　り，このほか台湾人10．3％，香港人，マレーシア人各々0．6％であった。
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いて述べてみる。
　なお，私費留学生という場合，広義には国費留学生以外の全ての留学生を
指し，外国政府派遣留学生を含むが，本論では一貫して狭義に用いており，
特に断らない限り，外国政府派遣留学生は含まない。
2．我が国及び岡山県における外国人留学生の現状
　1983年6月，中曽根首相の指示で設けられた「2！世紀への留学生政策懇談
会（座長，川野重任）」のr21世紀への留学生政策に関する提言』（1983年8
月31日）を受けて，文部省は西暦2000年に10万人の留学生を受け入れる構想
を発表した。我が国の大学等で学ぶ留学生の数は，この計画の発表と相まっ
て，急激な増加を示している。なお，1983年5月1日現在，留学生数は
10，428人であった。計画では，1983年～1992年を前期，1993年～2000年を後
期とし，前期計画が完了する1992年には，外国政府派遣留学生を含む私費留
学生3万4千人，国費貿学生6千人物合計4万人を受け入れることとした。
現実には，留学生の増加は計画を上回るスピードで進み，1990年には既に4
万人を突破した。文部省留学生課（1992）によると，1991年5月1日現在，
国費留学生5，219人，外国政府派遣留学生1，072人，私費留学生38，775人，合
計45，066人である。留学生総数では計画を上回るものの，国費留学生数は計
画を下回っている。私費留学生が留学生全体に占める割合は86．0％である
（図1参照）。
　出身国・地域別にみた場合，中国が圧倒的に多く，全体の43．5％を占め
る。次いで，韓国21．8％，台湾13．5％の順である。特に，中国人私費留学生
は留学生全体のおよそ40％を占め（3），最大の集団を形成している。．岡山県の
（3）中国政府派遣留学生の在籍者数は不明のため，文部省留学生課（1992）のp，3の表③
　及びp．12の表①～③より推定した。39．5％～40．7％の間の数値となる。
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図1　我が国の外国人留学生数の推移（各年5月1日現在）
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注）出所：文部省学術国際局留学生課（1992）『我が国の留学制度の概要』P，2
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場合も，1980年代中頃より留学生数が増加の一途を辿っており，1991年5月
1日現在，留学生総数334人中，中国人私費留学生は40．4％と圧倒的多数を
占めている（4＞。私費留学生が全体に占める割合は61．1％と，全国の場合より
やや低い（図2参照）。
　国費留学生や外国政府派遣留学生に比べて，不安定な経済的基盤のもとで
留学生活を送らざるを得ない私費留学生にとって，物価高の日本での生活は
非常に苦しいものとなっている。特に，おおむね国元からの仕送りが期待で
きない中国人私費留学生にとって，奨学金とアルバイトが留学生活を支える
全てであるが，奨学金の支給状況は十分とはいい難い。全国的にみて，文部
省の学習奨励費及び民間奨学団体，地方公共団体，各大学の奨学基金による
奨学金は，私費留学生のおよそ36％をカバーしているに過ぎない飢しかも，
奨学金の支給額が生活費の半分にも満たない少額であるケースもあり，支給
率から幾分割り引いて考える必要がある。特に，地方公共団体による奨学金
の支給額はおしなべて低い。1991年5月現在，！8府県20市区町の45種類の奨
学金（支給対象者数は国費留学生を含めて3，310人）についてみると，支給月
額2万円以下が35種類で，これは当該奨学金受給者の86．2％（2，852人）に相
当する⑥。ちなみに，岡山県私費外国人留学生奨学金の場合，支給人数20人，
支給月額2万円である。
　従って，国元からの仕送りのない私費留学生は，奨学金では足りない部分
（4）ただし，中国人留学生数は1991年8月25日現在の135人で算出した。また，県下の留学
　生数334人は岡LLr県留学生交流推進協議会（1991）のp，22の図及びp，23の表による
　が，この数字には専修学校の留学生が含まれていないため，前出の文部省留学生課
　　（1992）のp，6の表⑧の348人と14人のズレがある。分母を348人とすると，中国人私費
　留学生の比率は38．8％となる。
（5）前出の文部省留学生課（1992）のp．29の表④及び表⑤より算：出した。ただし，対象
　者数は，学習奨励費については1992年度予算によるが，民間奨学団体及び大学の奨学基
　金は1990年度実績，地方公共団体は1991年度実績である。
（6）前出の文部省留学生課（1992）のPp．　36－37の表②より算出した。
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図2　岡山県内の外国人留学生数の推移（各年5月1日現在5
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注）出所　岡山県留学生交流推進協議会（1991）『おおはし』第2号，P，22
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を補うためには，アルバイト収入に頼らざるを得ない。不幸にして奨学金の
支給もなく，仕送りもない私費留学生にとっては，アルバイトこそが生活費
の全額を稼ぎ出す唯一の道である。入国審査の建て前からすれば，アルバイ
ト収入が全てであるような留学生は存在しないはずであるが，現実はそうで
はないところに問題がある。
3．「入管法」改正の背景と留学生にかかわる改正点
　3．1，改正の経緯及びその背景
　195！年に制定された入管法は，1981年に若干の手直しがなされたものの，
いわゆる人の国際化に，迅速・的確に対応することが出来にくくなった。そ
こで，法務省入国管理部内では1984，5年ごろから種々の研究，検討が加えら
れてきた。その結果，「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律案」
が1989年3月28日に閣議決定され，同年3月28日第115回国会に提出された
が継続審議となり，第116回国会に持ち越された。同年11月17日衆議院法務
委員会の附帯決議を付して同院本会議で修正可決され，同年12月8日参議院
法務委員会の附帯決議を付して同院本会議において可決成立した。そして，
同月15Hに公布され，約半年間の施行準備期間を経て，199G年6月1日に施
行された。
　Lli崎哲夫入国管理局参事官（1989）によると，改正の背景には4つの事情
がある。まとめてみると：
　（1）外国人入国者の大幅な増加とその入国目的の多様化
　（2）有能な外国人を採用したいという経済界からの要請
　（3）不法就労外国人の急増
　（4）人手不足を理由とする外国人単純労働者の受け入れ要請
以上の4点はいずれも国際化社会の進展に伴い生じてきた問題である。
　改正のポイントについて，同じく山崎（1989，1990）をまとめてみると：
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　（1）在留資格を整備，拡充し，従来の18個から28個に増強
　（2）上陸審査基準の明確化と手続きの簡易迅速化
　（3）不法就労外国人対策として，雇用者処罰規定等の導入
　（4）出入国管理基本計画の策定
　以上の4点が挙げられるが，外国人労働者の内の単純労働老については，
当面は受け入れないというのが改正に当たっての基本的な考え方である。
　3．2．留学生にかかわる改正部分
　　3．2．1．留学の定義
　従来の入管法（以下「旧法」と略称する。）の「本邦の学術研究機関又は教
育機関において特定の研究を行い，又は教育を受けようとする者」から，「本
邦の大学若しくはこれに準ずる機関，専修学校の専門課程，外国において十
二年の学校教育を終了した者に対して本邦の大学に入学するための教育を行
う機関又は高等：専門学校において教育を受ける活動」．に改められた。ただ
し，専ら夜間通学或いは通信によって教育を受ける場合は除く。また，「これ
に準ずる機関」とは，当該機関卒業後，大学院への進学が認められている，
防衛大学校，水産大学校，職業訓練大学校などを指す。留学生の在留資格の
表示も，旧法の「4－1－6」から「留学」に改められた。
　在留資格一覧表の「別表第1の4の表」が留学にかかわる部分であるが，
その中は「留学」，「就学」，「研修」，「家族滞在」の4種類に分けられている
（資料1参照）。「留学」と紛らわしい「就学」（旧法では「4－1－16－3」
で表示）についてみると，「本邦の高等学校若しくは盲学校，聾学校若しくは
養護学校の高等部，専修学校の高等課程，若しくは一般課程又は各種学校
（この表の留学の項の下欄に規定する機関を除く。）若しくは設備及び編成
に関してこれに準ずる機関において教育を受ける活動」と改められた。
　「就学生」という言葉は官製用語であり，1981年の入管法一部改正によっ
て創出され，1982年の『出入国管理統計年報』に初めて用いられた。以後マ
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資料1　在留資格一覧表（抜粋）
別表第一（第2条の2，第19条関係）
　四
在留資格 本邦において行うことができる活動
留　　学 本邦の大学若しくはこれに準ずる機関，専修学校の専門課程，
外国において12年の学校教育を修了した者に対して本邦の大
学に入学するための教育を行う機関又は高等専門学校におい
て教育を受ける活動
ろう
就　　学 本邦の高等学校若しくは盲学校、聾学校若しくは養護学校の
高等部，専修学校の高等課程若しくは一般課程又は各種学校　　　　　　　　　　　　　、
iこの表の留学の項の下欄に規定する機関を除く。）若しくは
設備及び編制に関してこれに準ずる教育機関において教育を
受ける活動
研　　修 本邦の公私の機関により受け入れられて行う技術、技能又は
知識の修得をする活動（この表の留学の項及び就学の項の下
欄に掲げる活動を除く。）
家族滞在 1の表，2の表山は3の表の上欄の在留資格（外交，公用及
び短期滞在を除く。）をもって在留する者又はこの表の留学，
就学若しくは研修の在留資格をもって在留する者の扶養を受
ける配偶者又は子として行う日常的な活動
スコミなどにおいて，なしくずし的に用いられてきたが，今回の入管法改正
により明確に定義づけられた。堀（1991）は「就学生」という用語より，「予
備留学生」或いは「準留学生」のほうが適切である，としている。ちなみ
に，英語訳はpre－college　studentである。ここでは専ら「留学生」の問題を
取り扱うので，「就学生」という用語の是非についてはこれ以上言及しない。
　　3．2．2．留学生のアルバイトに関する改正点
　旧法では，留学生のアルバイトは週20時間程度であれば届出無しに自由に
行うことができた。今回の改正によって，「別表第1の3の表」の在留資格
（「文化活動」，「短期滞在」）及び「別表第1の4の表」の在留資格（「留
学」，「就学」，「研修」，「家族滞在」）をもって在留する者は，「収入を伴う事
業を運営する活動又は報酬を受ける活動」が禁止された。これらの者がアル
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バイトを希望する場合には，第19条第2項の規定に従って，資格外活動の許
可を申請しなければならなくなった。しかし，留学生や就学生については，
学資や生活費をある程度自分で稼ぎ出す必要があるため，特別な事情のない
かぎり，入国管理局の基準に基づいて，一律かつ包括的に許可される。
　入国管理局長通達（7）で定められた，留学生，就学生の資格外活動の基準は
次の通りである。
　（1）大学又はこれに準じる機関の留学生
　　　1日について4時間以内．（7月1日から8月31日までの間にあっては
　　8時間以内）
　②　大学の聴講生又は専ら聴講による研究生
　　　1日について2時間以内（夏期の期間にあっては（1）に同じ）
　（3）専修学校又は高等専門学校の留学生並びに就学生
　　　1日について4時間以内
　研究生は通常，指導教官の指導のもとに，一定の研究計画に基づいて研
究・勉学を行うものであり，上記の（1）に該当する場合がほとんどである（8｝。
　留学生や就学生のアルバイトは一律かつ包括的に許可されるので，「資格
外活動許可書」の第17項目の「新たに許可された活動の内容」欄には，例え
ば，基準（！）が適用される留学生の揚合には，次の文言が印刷されている（資
料2参照）。「！日について4時間以内（7，月1日から8月31日までの問に
あっては8時間以内）の収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活
動で風俗営業又は風俗関連営業が営まれている営業所以外の場所において行
（7）　rQ＆A改正入管法』の編者である法務省刑事局経済法令研究会に，立花書房を通じ
　て問い合わせたところ，次の回答を得た。通達は法務省の内部的な文書であり，非公開
　扱いとなっているので，日付等が公表されていない。この通達は入管法施行以降実施さ
　れている。
（8）念のため，1992年2月13日広島入国管理局岡山出張所に電話で確認したところ，岡山
　大学には「専ら聴講による研究生」は存在しないとの返事を得た。
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資料2
別記第二十九号様式（第十九条関係）
日本国政府法務省
許可番号
1　国　籍
3　性　別
6
9
10旅
資格外活動許可書
　　　号
　　　　　　　　　　　　氏
2　氏　旧
?
　 　　　男・女　　4
配偶者の有無　　有・無
日本における居住地
生年月日　　年　　月　　日　　5　出生地
　7　職業　　　　　8　本岡における居住地
　　　　　　　　　　　電話番号
　　券　　（1）番　号
（3）有効期限年月 ?
上陸（在留）許可年月日
現に有する在留資格　　在留期間
外国人登録証明書番号
年　　月
（2）発行年月日　　年　　月　　日
（4）発行機関
11
13
14
16
17
18許可の期限
ことを許可する。
日　　12上陸港
在留期間満了日　　年　　月　　日
15　出入国記録番号
現在の在留活動の内容（学生にあっては週間授業時間）
新たに許可された活動の内容
ユ9　年　　月　　日まで
出入国管理及び難民認定法第一卜九条第二項の規定に基づき，上記の活動に従事する
ただし，上記の活動を行う際は，本許可書を携帯すること
　　　　　　　　　　　　19　年　　Jj　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　法務大臣に代わり
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われるもの」。
　また，施行に当たって，旧法上の資格によって滞在する者については，経
過措置として旧法が適用されたが，1991年6月1日を以て全員が改正法の適
用を受けることになった。
　蛇足ながら，法務省令によれば，「報酬を受ける活動」の「報酬」に当たら
ないものもあり，そうした活動であれば，どのような在留資格の外国人でも
自由に行うことができる。具体的には，「業として行うものではない講演に
対する謝金，日常生活に伴う臨時の報酬その他の報酬」として，出入国管理
及び難民認定法施行規則第19条の2に定められている。
　入管法の改正にかかわる問題点の整理はこれくらいにして，次に，留学生
全体の中で最大の集団を形成し，しかも経済的に恵まれない層が大部分を占
める中国人私費留学生の実態を分析してみよう。
4　岡山県下の中国人私費留学生の実態（1）
一その経済的側面
　4．1．調査の目的と方法
　　4．1．1．調査目的
　岡山県下の中国人私費留学生の留学生活における経済的な側面，特にアル
バイト問題に焦点を当て，その実態を把握し，1990年6月1日の入管法改正
が中国人私費留学生のアルバイト問題にいかなる影響を及ぼしているかを解
明することが本調査の目的である。
　　4．1．2，調査方法
　ここでは，岡山県下の大学，短期大学，高等専門学校に在籍する中国人私
費留学生を対象として，1991年8月25日から9月10日にかけて行った経済的
側面と心理的側面に関する実態調査（1次調査）（9》の経済的側面に関する
データ及び1992年2月から5月にかけて行った補充調査（2次調査）（10）の
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データを使用する。調査対象者は1991年8月25日現在で135人であるが，在
籍となっているにもかかわらず同日現在未来日2人，休学中2人，長期学外
研修中1人が存在するため，実質調査対象者数は130人である。！次及び2
次調査によって，各々86人，17人の合計！03人から回答を得ることができ，実
質回答率は79．2％に達した。
　1次調査における経済的側面に関する内容及び2次調査の内容は次の通り
である。
　（1）　1ヵ月の平均収入とその内訳
　　　内訳：　奨学金，アルバイト，仕送り，その他
　（2）　1ヵ月の平均支出とその内訳（授業料を除く）
　　　内訳：　住居費，食費，学習費，その他
　（3）授業料の減免
　（4）アルバイトの必要度
　（5）授業期間中（通常月）のアルバイト
　　　アルバイト従事の有無，週当たりの日数，1日当たりの時間数，職種
　（6）長期休暇中（夏期休暇中）のアルバイト
　　　アルバイト従事の有無，週当たりの日数，1日当たりの時間数，職種
　この他に，1次調査と2次調査で共通に利用できる調査対象者の人口学的
特性として，性，専門分野（文科系，理科系），在籍形態（大学院生，学部
生，大学院所属の研究生，学部所属の研究生，聴講生）がある（表2参照）。
（9）この調査は1991年度岡山大学産業経営研究会の研究助成金を得て行い，その成果を中
　間報告の形でまとめたものが周（1992）である。
（10）1次調査で記入漏れ等の不備な回答のあった21人に対して，当該項目の再調査を行
　い，13人から回答を得た。また，1次調査に回答を寄せてくれなかった44人を対象とし
　て，調査項目をおよそ1／5に絞り，アルバイトを中心とする経済的側面に関する補充
　調査を行い，17人から回答を得た。
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特　　　性 人数 比率（％）
性　　別
?? 66
R7
64．1
R5．9
専攻分野 文　科　系
掾@科　系
46
T7
44．7
T5．3
在籍形態
大学院生
w　部　生
@・研究生D
w・研究生2＞
ｮ　講　生
68???66．0R．9
P5．5
P3．6
P．0
　4．2．アルバイトの必要度と従事率
　　4．2．1．アルバイトの必要度
　「留学生活を続けていくために，アルバイトは必要ですか］という質問に
対して，「アルバイトをしないと，生活できない」と答えた者が68，9％，「ア
ルバイトをしなくても，なんとか生活できる」と答えた者が31．1％存在す
る。「アルバイトをしなくても十分生活できる」と答えた者はゼロである（表
3参照）。
表2　調査対象者の特性　　　　　　　　　「アルバイトをしないと，生活で
　　　 　　　　　　　　　　　　　きない」と答えた渚の割合は，留学
　 　　　　　　　　　　　　　　　　生一般を対象とした調査結果：よりは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るかに高い。例えば，大分地域留学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生交流推進会議（1991，以下「大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分」と略称する。）によると，「生活
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ができないため」と答えた者は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28．6％に過ぎない（ll＞。また，福井県
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　留学生等交流推進協議会（1990，以
　注1）大学院所属の研究生
注2）学部所属の研究生　　　　　　　　下「福井」と略称する。）の調査結果
表3　アルバイトの必要度
必　　　　要　　　　度 人数 比率（％）
アルバイトをしないと，生活できない
Aルバイトをしなくても，何とか生活できる
Aルバイトをしなくても，十分生活できる
71
R2
O
68．9
RL1
O．0
合　　　　　　　計 103 100．0
（11）当該調査報告書p，ユ7の表y－7による。なお，当該調査は，1991年2月から3月に
　かけて実施されたもので，調査対象者は175人，回答者は125人。回答者のおよそ80％が
　私費留学生である。
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も30．5％という低い数字に留まっている（12）。しかもアルバイトをする理由と
して，重複回答を含むが，「日本の社会を知るため」と回答した者が「大分」
の場合262％，「福井」の場合26．1％存在する。アルバイトの必要度とアルバ
イト理由を併せ考えると，留学生一般に比べて中国人私費留学生の経済生活
の困窮度が窺われる。
　　4．2．2，アルバイト従事率
　今回の調査では，通常月に定期的なアルバイトを行っている者は74．8％
で，不定期に行っている者を加えると8！．6％に達する。他方，夏期休暇中に
定期的なアルバイトを行っている者は72．8％で，不定期に行っている老を加
えると74．8％となる。通常月も夏期休暇中も定期的なアルバイトをしている
老は64・1％である・通常月或いは夏期休暇中に何らかのアルバイトを行って
いる者は85．4％で，1年を通じて全くアルバイトをしない者は14．6％存在す
るに過ぎない（表4参照）。
　中国人私費留学生を対象とした本調査の結果は，アルバイト従事率が
　　　　　表4　アルバイト従事率
　　夏期
ﾊ常
定期的に
ｵている
不定期に
ｵている していない 小　　　計
定期的に
ｵている
　66
i64．1）
　0
i0．0）
　11
i10．7）
　77
i74．8）
不定期に
ｵている
　6
i5．8）
　1
i1．0）
　0
i0．0）
　7
i6．8）
していない 　3i2．9）
　1
iLO）
　15
i14．6）
　19
i18．4）
小　　　計 　75i72．8）
　2
i1．9）
　26
i25．2）
　103
i100．0）
注）上段：人数，下段：比率（％）
（12）当該調査報告書p，20による。なお，当該調査は対象者86人，回答者39人で，回答者
　の80％弱が私費留学生である。
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85．4％に及ぶことを明らかにした。中国語圏からの留学生を対象とした『留
学生新聞』の読者アンケート調査によると（13），アルバイト老の比率は
87．3％にも達する。この結果は今回の調査結果に極めて類似している。とこ
ろが，留学生一般を対象とした調査ではアルバイト従事率が低い。例えば，
「大分」の調査では55．2％（14），「福井」の調査では56．4％（15），東京都の調査で
は58．3％（16），東海大学の調査では64．3％（17），という結果がでている。岡山大
学国際主幹の調査では（18），その比率が僅か15．4％と報告されている。さら
に，私費留学生一般のアルバイト従事率に関する調査結果が示されている東
京都と岡山大学国際主幹の場合をみると，その比率は各々62．0％，34．4％で
あり，当該調査における留学生一般に比較して，その比率は高い。各種留学
生調査にみられるアルバイト従事率に関する結果を整理して示したのが表5
である。
　以上の分析から中国人私費留学生のアルバイト従事率は，留学生一般に比
べると非常に高いことは言うまでもなく，私費留学生一般に比べてもその比
率は高いと言える。これは中国人私費留学生の経済的困窮度を反映してお
り，留学生の国別平均収入の差ともなって現れている（前掲の表1参照）。
（13）　r留学生新聞』（1992年6月号）の表3より，専門学校生，日本語学校生を除いた
　276人の留学生について，アルバイト比率を求めた。ただし，「していない」は表では
　　「無回答」に含まれている。また，この数値には，若干の台湾，香港等の留学生も含ま
　れている。なお，この調査は1992年1月末に同紙が読老アγケート調査として，3千人
　を対象に実施し，581人から回答を得た。回収率は19．4％で，中国人がその内の93．6％
　を占める。調査結果は同紙1992年6月号，7月号，8月号に掲載された。
（14）当該報告書p．15の表W－3より算出した。この他に，期間についての無回答者が3
　償いた。
（15）当該報告書p．19の数値より算出した。
（16）前出の東京都（1988）のp．29の図V－1による。
（17）前出の東海大学教育研究所（1990）のp．25の表32による。
（！8）当該調査結果の集計表（未公刊）による。この調査は1988年10月から11月にかけて行
　われた。調査対象者229人，回答者143人，回収率62．4％で，回答者の約43％が私費留学
　生であった。
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　アルバイトの必要度及びアルバイ
ト従事率に関する今回の調査結果は
中国人私費留学生のアルバイト依存
度が極めて大きいことを明らかにし
た。
　4．3．収入と支出
　　4．3．1．総収入とその内訳
　2次調査の結果を見ると，1ヵ月
当たりの総収入の平均額は94．4千円
である（19）（表6参照）。単身者61人
の平均は80．3千円（SD　＝：22．5），家
族と同居の38人の平均は117．5千円
（sz）＝51．1）となっている。この
38人について，同居の家族の収入を
除外し，本人だけの収入を見　　表6
ると，平均は81．1千円（SZ）
＝33．7）となる（20）。
　収入の内訳は，奨学金（表
7参照），アルバイト（表8
参照），仕送り，その他（同居
の家族の収入，貯金の食いつ
ぶしなど）であるが，中国人
私費留学生の主たる収入源は
表5　各種調査にみるアルバイト従事率
調 査　　例 従事率 　　iﾊ常月i夏　期]事率i従事率
本 調　　査 85．4
8L6　i　74．8　　：
留学生新聞@（中国系） 87．3
一i一　　…
? ?
55．2
44．oi24．0　　：
福 井 56．4 46．2i38．5
?
山（全体）
@（国費）
@（私費）
15．4
P．2
R4．4
＿　i　＿
@　i－　i　一
Q　i　＿　　：
東京都（全体）
@　（国費）
@　（私費）
58．3
Q7．9
U2．0
一i一Q　i　＿
黷沿
?
海　大　学 64．3 ＿　i　＿
注1）数値は比率（％）
注2）各調査の数値の出所については脚
　　注（13）～（18）参照、
注3）岡山の「国費」，東京の「私費」は
　　外国政府派遣留学生を含む。
総収入（月額）
金　　　　額 人数 比率（％）
5万円未満 6 6．0
5万円以上7万5千円未満 21 21．0
7万5千円以上10万円未満 40 40．0
10万円以上12万5千円未満 16 ！6．0
12万5千円以上15万円未満 4 4．0
15万円以上17万5千円未満 6 6．0
17万5千円以上 7 7．0
合　　　　計 100 100．0
注1）X　＝94．4千円，SD＝40．3千円
注2）この他に無回答3人
奨学金とアル・ミイトである。103人全体でみると，奨学金収入の平均は38．4
千円，アルバイト収入の平均は36．0千円であり，両方で総収入の78．8％を占
める。特に，単身者についてみると，奨学金収入の平均が37．5千円（SD　＝＝
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表7　奨磐を金（ノヨ額）
金　　　　額 人数 比率（％）
02万5千円未満
Q万5チ円以上5万円未満
T万円以上7万5千円未満
V万5千円以上
15
P0
T7
P8
R
14．6
X．7
T5．3
P7．5
Q．9
合　　　　計 103 100．0
注1）X＝38．4千円．Sl）＝23．7千円
注2）4万円を支給されている者が53．4％
　　（55人）いる。
注3）奨学金受給者88人の支給額の平均は
　　45．0千円である。
表8　’アルバイト収入（月額）
金　　　　額 人数 比率（％）
0 20 20．0
2万5千円未満 15 15．0
2万5千円以上5万円未満 36 36．0
5万円以上7万5千円未満 18 18．0
7万5千円以上10万円未満 7 7．0
10万円以上 4 4．0
合　　　　計 100 ユ00．0
注1）X＝36．0千円，SD＝27．8千円
注2）この他に無回答3人
注3）有額回答者80人の平均は44．9千円であ
　　る。
18．4），アルバイト収入の平
均が36．0千円（Sl）：・　25．0）
と，両方で総収入の91．6％を
占める。
　次に，総収入に占めるアル
バイト収入の比重をもう少し
詳しくみてみると，総収入に
占めるアルバイト収入の平均
は40．7％であり，アルバイト
収入の占める割合が50％を超
える者が40．0％存在する（表
9参照）。100％アルバイト収
入に頼っている者も9．0％存
在する。アルバイトをしてい
て，その収入額を答えてくれ
た80人に限定してみると，ア
ルバイト収入の平均は44，9千
円である（21）。・
　なお，親元或いは海外在住の親族からの仕送りのある者は，今回の調査で
はわずか2。9％（3人）に過ぎない。その他の収入の平均は19．1千円（SD＝
39．5）であり，その他の収入のある者は29．1％（30人）と少ない。
（19）総収入の数値が前出の岡（1992）の87．78千円と大きく異なるのは，1次調査の段階で
　同居の家族の収入を記入していなかった者7人について，その額が判明したためであ
　る。
（20）この他に，「友人と同居」が！人あり，その総収入は8万円である。
（21）アルバイト従事者88人の内，金額を答えなかった3人及びゼロと答えた5人を除いた
　80人である。
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　奨学金を支給されている者は85。4％
（88人）であり，この奨学金受給率
は，私費留学生一般の全国平均のおよ
そ36％に比べると（22），かな：り高いが，
これは小林外来留学生奨学財団に負う
ところが大きい（23）。なお，今回の調査
対象者全体を分母にとって算出した奨
学金の支給月額の平均は上述の通り・で
あるが，受給者88人についてみると，
平均支給額は45．0千門である。
　　4．3．2．総支出とその内訳
　2次調査では，調査項目数を約
！／5に削減した関係で，支出につい
ては1次調査の結果を用い
る。！ヵ月当たりの総支出の
平均は77．7千円である（表
10参照）。その内訳は，光熱
費を含む住居費の平均が
21．5千円（表11参照），食費
の平均が32．2千円（表12参
照），授業料を除く学習費の
表9　総収入に占めるアルバイト収入
　　　の割合
割　　合 頻 度 累積頻度
実数1i　％ 実数i
?
0％
P0％未満
20
Q
i20．O
奄Q．o
20
Q2
120．03　22．0
10％台 3 3．0 25 25．0
20％台 7
??．??
32 32．0
30％台 17i17．o49149．0
40％台 ！1
?????
60i60．0
50％台 13
????
73i73．0
60％台 13i！3・0 86｝86．0
70％台 3
??．??
89
…??．?
80％台 2 i2・o 91 i9！．0
90％台 0 i　O．0 91 ｝91．0
100％ 9 lg．o100i1・・．・
注1）X＝40．7％，Sl）＝29，4％
注2）この他に無回答3人
衷10　総支出（月額）
金　　　　額 人数 比率（％）
5万円未満 14 16．3
5万円以上7万5千円未満 26 302
7万5千円以上10万円未満 28 32．6
10万円以上12万5千円未満 14 16．3
12万5千円以上15万円米満 1 1．2
15万円以上 3 3．5
合　　　　計 86 100．0
注1）X・＝77．7千円，SD＝30．3千円
（22）前掲の注⑤参照。また，私費留学生が集中している東京都の場合は，その受給率は
　28．5％である（東京都（1988）p．24）。　　　　　　　　　　　　　　　・
（23）当該財団は小林純岡山大学名誉教授の寄付金をもとに，1982年に発足した。岡山県内
　の大学で学ぶアジア，アフリカ，太平洋地域諸国からの留学生に対して，1991年度には
　月額4万円を80人に支給した（岡山県留学生交流推進協議会（1991）p，10）。ちなみに，
　今回の回答者103人中53．4％（55人）が小林奨学金を支給されている。
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表11　住居費（月額）
金　　　　額 人数 比率（％）
1万円未満 21 24．4
／万円以．ヒ2万円未満 23 26．7
2万円以上3万円未満 16 18．6
3万円以上4万円未満 13 15．1
4万円以上5万円未満 8 9．3
5万円以上 5 5．8
合　　　　計 86 100．0
注1）X＝21．5千円．Sl）＝15．2千円
表ユ2・食費（，月額）
金　　　　額 人数 比率（％）
2万円未満
Q万円以上3万円未満
R万円以上4万円未満
S万円以上5万円未満
T万円以上
?????7．0
Q3．3
S1．9
P5．1
P2．8
合　　　　計 86 100』
注1）X・＝32．2千円，S∠）＝ll．1千円
表13学習費（月額）
金　　　　額 人数 比率（％）
5千円未満
T千円以上1万円未満
P万円以上2万円未満
Q万円以上3万円未満
R万円以上
14
Q3
Q9
P4
U
16．3
Q6．7
R3．7
P6．3
V．0
合　　　　計 86 100．0
注1）X＝10．5千円，S∠）＝7．9千円
注2）授業料を除く。
平均が10．5千円（表13参照），そ
の他の平均が13，5千円（SD＝
11．2）である。
　この結果：を，東京都の調査と比
較してみると，食費，学習費，そ
の他の支出については余り差はな
いが，住居費に大きな違いがある
ことがわかる（表14参照）。岡山
の平均が約2万2千円であるのに
対して，東京は4万2千円であ
る。これは，東京の家賃が相対的
に高いのと，大学付設の留学生宿
舎及び学生寮入居者比率が，岡山
40．7％に対して，東京13．1％と低
いのが原因である（24）。岡山の場
合，単身者の66．0％が大学付設の
寮に入居している。また，岡山の
場合，総収入の平均94．4千円に対
して，総支出の平均は77．7千円で
あり，その差額16．7千円が貯金，
授業下等に充てられているものと
考えると，貯金・授業料の項も東
京が岡山の約2倍となる。これは
岡山の場合，国立大学在籍者が回
（24）前出の東京都（1988）のp．43の図W－1より刷出した。「学校付設の留学生宿舎」
　5．4％，「一般の学生寮」7．3％，「学校の借りた宿舎」0．4％を合計した数字である。
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答者の93．2％を占めているのに対し
て，逆に，東京の場合，68．4％が私
立大学在籍者であるためである（25）。
　ついでに，授業料の減免の状況に
ついて触れておくと，1次調査及び
2次調査の結果から「全額免除」
52．4％（54人），「半額免除」2．9％
（3人）（26），　「減免無し」44．7％
表14　1ヵ月の支出の比較（千円／月）
岡山（1991） 東京（1988）
住　居　費
H　　　費
w　習　費
ｻ　の　他
21．5
R2．2
P0．5
P3．5
42
R5
P1
P7
合　　　計 77．7 105
注）東：京は東京都（1988）p．39の表V［一
　3より作成。東京はこの他に貯金7千
　円，授業料2．6万円の支出あり。
（46人）である。東京都（1988）の場合，私費留学生の内「全額免除」はわ
ずか8．1％に過ぎず，「減額」が50．0％と多く，「減免無し」も41．9％と多い。
東京都の場合，全額免除が少なく，減額の比率が大きいのは，私立大学在籍
者数が多いためである（27）。
　4．4．アルバイトの実態
　　4．4．1．通常月のアルバイトの特徴
　通常月に定期的なアルバイトを行っている者についてみると，1週間当た
りのアルバイト日数は，2日が30，0％と最も多く，次いで1日が25，7％であ
り，2日以内が57，1％をriiめる（表15参照）。1日当たりのアルバイト時間数
は，4時間が25．7％と最も多く，次いで2時間が21．4％である（表16参照）。
また，1日4時間を超える者が40．0％存在し，10時間以上の者も7．1％おり，
最高は15時間である。1週間当たりのアルバイト総別間数をみると，10時間
以上15時間未満が28．6％と最も多く，次いで5時間以上10時間未満の27．1％
で，最高は28時間である（表17参照）。
（25）前出の東京都（1988）のp．19の表皿1－3による。
（26）半額免除者数が前出の岡（1992）より1人少ないのは，回答者の誤記入が判明したた
　めである。
（27）前出の東京都（1988）のp．　28の図N－5，図IV－6による。
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表15週当たりのアルバイト
　　　日数（通常月）
日／週 人数 比率（％）
1 18 25．7
L5 1 L4
2 21 30．0
2．5 3 4．3
3 15 2L4
4 1 1．4
5 9 12．9
5．5 1 1．4
7 1 1．4
合　計 70 100．0
注1）定期的アルバイト従事者のみ
注2）この他に無回答7人
表16　1日当たりのアルバイト
　　　時間数（通常月）
時間／日 人数 比率（％）
1 1 L4
L5 1 1．4
2 15 21．4
3 4 5．7
3．5 3 4．3
4 18 25．7
4．5 1 1．4
5 9 ／2．9
5．5 1 1．4
6 2 2．9
7 2 2．9
8 8 1L4
10 3 4．3
14 1 1．4
15 1 1．4
合　計 70 100．0
注1）定期的アルバイト従事者のみ
注2）この他に無回答：7人
　4．　4．
　アルバイトの職種を，重複回答を含ん
だ数字でみてみると，皿洗いなどの軽作
業が40．0％で最も多く，次いで中国語な
どの講師・家庭教師が38．6％と多い（表
18参照）。前述は，具体的には，皿洗い，
レジ係，駐車場係，ガソリンスタンド店
員，清掃などであり，後者は，中国語或
いは大極拳を教えているケースが大半を
占めるが，英語，日本語，書道，笈刻，
楽器演奏という回答もあった。技能や専
門を生かした職種（「教えること」以外
の）についている者も18．6％存在する。
具体的には，翻訳，通訳，医療補助，研
究助手，コンピューター関係などであ
る。工場や市場などで商品の運搬等の体
力を用いる仕事をしている者も14。3％い
る。
　今回の調査では，アルバイトの時給は
質問していないが，二つの職種にまた
がっていない者57人について，週当たり
の時間数とアルバイト収入額から試算し
てみると，平均時給は次の通りとなる。
工場などでの体力を用いる仕事は約800
円，皿洗いなどの軽作業は約780円，中
国語などの講師・家庭教師は約2，610円，
技能職は約1，760円である。
2．夏期休暇期間中のアルバイトの特徴
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　夏期休暇期間中に定期的なアル
バイトを行っている者についてみ
ると，1週間当たりのアルバイト
日数は，3日が25．4％と最も多
く，次いで2日が22．4％と多い
（表19参照）。1日当たりのアル
バイト時間数は，8時間が28．4％
と最も多く，次いで5時間が
16．4％と多い（表20参照）。8時
間を超える者も11．9％存在する。1
週間当たりのアルバイト総計間数は
61．2％が20時間未満であるが，40時
間を超える者も11．9％おり，最高は
64時間（11：ヨ14時間×6日）である
（表21参照）。
　アルバイトの職種を，重複回答を
含んだ数字でみてみると，皿洗いな
どの軽作業が44．8％で最も多く，次
いで，工場などでの体力を用いる仕
事及び中国語などの講師・家庭教師
表17　週当たりのアルバイト
　　　総時間数（通常月）
時間数／週 人数 比率（％）
5時間未満 12 17．1
5時間以上10時間未満 19 27．1
10時間以上15時間未満 20 28．6
15時間以上20時間未満 10 14．3
20時間以上25時間未満 7 10．0
25時間以上 2 2．9
合　　　　計 70 100．0
注1）定期的アルバイト従事者のみ
注2）この他に無回答7人
　表18　アルバイトの職種（通常，月）
職　　　種 人数 比率（％）
そ
工場などの力仕事
M洗いなどの軽作業
?糟黷ﾈどの講師
Z能を用いる仕事
@　　の　　　他
10
Q8
Q7
P3
S
14．3
S0．0
R8．6
P8．6
T．7
合　　　計 82 117．1
注1）定期的アルバイト従事者のみで分
　　母は70
注2）この他に無回答7人
注3）重複回答を含む。
注4）技能を用いる仕事は教える仕事を
　　含まない。
注5）その他は各種と答えた者などであ
　　る。
が共に25．4％と多い（表22参照）。通常月と亡べて，工場勤務など1日当たり
長時間アルバイトが可能な職種の比率がやや大きい。また，中国語などの講
師のアルバイト者の実数が通常月より少ないのは，公民館などの講座が夏休
みに入ることもあるためであろう。夏期休暇中に一時帰国する者もいるた
め，通常月のアルバイト率の方がやや高い。
　　4．4．3．調査対象者の特性別にみたアルバイトの特徴
　通常月及び夏期休暇中の1週間当たりのアルバイト日数，1日当たりのア
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表19週当たりのアルバイト
　　　　日数（夏期休暇中）
日／週 人数 比率（％）
1 13 19．4
1．5 1 L5
2 15 22．4
2．5 2 3．0
3 17 25．4
4 3 4．5
4．5 1 1．5
5 8 11．9
6 6 9．0
7 1 1．5
合　計 67 100．0
注1）定期的アルバイト従事老のみ
注2）この他に無回答：8人
ルバイト時間数，1週間当たりのアルバイ
ト雑時間数について，アルバイトをしてい
ない者も含めた調査対象老全体の平均値と
対象者の特性別平均値とを比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表21
し，その特徴をみてみよう（表
23一　a，表23－b，表23一　c，表
23－d参照）。
　男女別にみた場合，通常月も夏
期休暇中も男性の方が女性より
も，週当たりのアルバイト日数，
！日当たりのアルバイF時間数が
共に多い。通常月の週当たりのア
表20　1日当たりのアルバイト
　　　時間数（夏期休暇中）
時間／日 人数 比率（％）
1 1 1．5
1．5 1 1．5
2 7 10．4
3 3 4．5
4 8 11．9
4．5 1 1．5
5 11 16．4
6 4 6．0
7 4 6．0
8 19 28．4
8．5 1 1．5
10 3 4．5
12 1 1．5
14 2 3．0
15 1 1．5
合　計 67 100．0
注1）定期的アルバイト従事者のみ
注2）この他に無回答8人
週当たりのアルバイト
　総時問数（夏期休暇中）
時間／週 人数 比率（％）
10時間未満
P0時間以上20時間未満
Q0時間以上30時間未満
R0時間以上40時間未満
S0時間以上
19
Q2
P5?
28．4
R2．8
Q2．4
S．5
P1．9
合　　　　計 67 100．0
注1）定期的アルバイト従事者のみ
注2）この他に無回答8人
ルバイト十時間数は，女性は男性の約半分に過ぎず，アルバイト量は性別に
よって，かなり大きな差があることがわかる。
　専攻分野別にみた場合，通常月は文科系の方が理科系よりもややアルバイ
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ト量が多い程度であるが，夏期休暇
中は文科系が圧倒的に多く，文科系
の留学生の週当たりのアルバイト廿
歳間数は，理科系の留学生の2．7倍
にも達する。すなわち，理科系の場
合は，通常月と夏期休暇中の週当た
りのアルバイト総高間数がほぼ一定
であるのに対して，文科系の場合，
夏期休暇中のアルバイト量は通常月
の2．3倍に増加する。これは理科系
の場合，実験や臨床研究などのた
め，夏期休暇を取ることができない老
もいるからである。また，理科系の場
合，週当たりの日数は少なく，1日当
たりの時間数は長めにする傾向が認め
られる。
　在籍形態別にみた場合，学部所属の
研究生のアルバイト：量が相対的に多い
のが目につく。
　次に，通常月のアルバイトの職種に
ついて，対象者の特性別にみてみよ
う。男女別では，男性は皿洗いなどの
軽作業が38．8％，中国語などの講師・
家庭教師が32．7％と比較的多いが，工
船22　アルバイトの職種（夏期休暇中）
職　　　種 人数 比率（％）
工場などの力仕事
M洗いなどの軽作業
?糟黷ﾈどの講師
Z能を用いる仕事
ｻ　　　の　　　他
17
R0
P7
P0
R
25．4
S4．8
Q5．4
P4．9
S．5
合　　　計 77 114．9
注！）定期的アルバイト従事者のみで分
　　母は67
注2）この他に無回答8人
注3）重複回答を含む。
注4）技能を用いる仕事は教える仕事を
　　含まない。
注5）その他は各種と答えた者などであ
　　る。
表23－a　アルバイト量：全体
週当たりの日数 1．97メI．62）
通常月 1日当たりの時間数 3．72i3．15）
週当たりの総時問数
　　一　　曽　　匿　－
W．52
i7．17）
週当たりの日数 2．15i1．93）
夏　期 1日当たりの時間数
　　，　　■　　匿　　匿
S．46
i3．79）
週当たりの総時間数 13．84i16．45）
注1）上段：X，下段：SD
注2）通常月はn＝89，夏瑚はn＝93
場などの力仕事及び技能を用いる仕事も共に20．4％となっている。これに対
して，女性は中国語などの講師・家庭教師が52．4％，皿洗いなどの軽作業が
42．9％と，ほとんどこの2つに集中しており，工場などの力仕事に従事する
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　　　　　　　性　　別ﾊ
?
女
週当たりの日数 2．23i1．65）
1．48
iL48）
通常月 1日当たりの時間数 425i2．95）
2．73
i3．31）
口当たりの総時聞数 10．22i7．35）
5．34
i5．68）
週当たりの日数 2．48i2．01）
L56
i1．66）
夏　期 1日当たりの時間数 4．90i3．55）
3．65
i4．13）
週当たりの総噸間数 16．20i16．35）
　　¶　　「　　一　　一
X．55
i15．99）
　表23－bアルバイト量：性別　　　　　　　　者1まいない（表24－a参
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　照）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　専攻分野別の場合，文
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　科系では中国語などの講
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　師・家庭教師が66．7％と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　断然多く，次いで皿洗い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　などの軽作業が23．3％と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なっているのに対して，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理科系では皿洗いなどの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　軽作業が52．5％と最も多
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く，次いで技能を用いる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　f士事が20．0％と多い（表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　24－b参照）。
翻講狽露署女はn。31　　　在籍形鰍にみると，
　　　夏期の男はn・＝60，女はn＝33　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大学院生の場合，中国語
などの講師・家庭教師及び技能職といった頭脳労働が58．7％，工場などでの
体力を用いる仕事及び皿洗いなどの軽作業といった肉体労働が54．3％である
のに対して，学部所属の研究生の場合，前者が55．6％，後馬が66．7％を占め
ている（表24－c参照）。
　　4、4，4、岡山県下の中国人私費留学生の経済的特質
　岡山県下の大学，短大で学んでいる中国人私費留学生の経済的状況を，全
国レベルの中国人私費留学生の場合と比較してみると，かなり恵まれている
ことがわかる。それは，（1）国・公立大学（短大，高専を含む）在籍者の割合
が大きく，（2）大学院在籍者の比率が高いためである。その結果，授業料負担
額が少ない，授業料減免の比率が高い，或いは奨学金受給率が高い，といっ
た特徴がみられる。また，首都圏などの大都市に比べて，生活費が安いこ
と，或いは留学生の総数が少ないため，留学生寮などに入居できる確率が高
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いことなども，その理由
として挙げられよう。（1）
の岡山県以外は，中国人
私費留学生のみを対象と
した統計がないので，留
学生全体の数字から大
ざっぱな違いを確認して
おこう。
　1991年5月1El現在，
全国の場合，国・公立の
大学等（短大，高専を含
む）の在籍者が34．6％，
私立の大学等（短大，専
修学校を含む）の在籍者
が65．4％であるのに対し
表23－c　アルバイト量：専攻分野別
　　　　　　　　分　　野ﾊ 文科系 理科系
週当たりの日数 2．38i1．80）
1．68
iL44）
通常月 1日当たりの時間数 3．34i2．84）
3．99
i3．35）
週当たりの総時間数 9．22i826）
8．02
i6．32）
週当たりの日数 3．04i1．98）
1．48
i！．62）
夏　期 1日当たりの時間数 5．49i3．59）
3．68
i3．79）
週当たりの総時間数 21．48i20．60）
8．08
i9．06）
注1）上段：又，下段：SD
注2）通常月の文科系はη＝37，理科系はη＝52
　　夏期の文科系はη＝40，理科系はn＝53
て，岡山県では，前者が83．9％，後者が16．1％であり，国・公立の大学等の
在籍者が圧倒的に多い（28）。岡山県の場合，中国人私費留学生についてみる
と，1991年8月25日現在で前者が88．9％，後者が11．！％である（29＞。また，全
国では大学院在籍者が30．7％，学部（短大，高専を含む）在籍者が41．5％，
専修学校在籍者が27．8％であるのに対して，岡山県では各々69．0％，
27．0％，4．0％であり，大学院在籍者が極めて多い（30｝。
（28）全国については，前出の文部省留学生課（1992）のp．4の表⑤による。岡山県につい
　ては，前出の岡山県留学生交流推進協議会（1991）のp，23の表（2）に注5の14人を分母
　に加えて算出した。
（29）前出の岡（1992）のp．3の表1より算出した。
（30）全国については，前出の文部省留学生課（1992）のp，4の表⑤による。岡山県につい
　ては，前出の岡山県留学生交流推進協議会（1991）のp．26の表（5）に注5の14人を加え
　て算出した。
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表23－d　アルバイト量：在籍形態別
　　　　　　　　形　　態ﾊ 大学院生 院・研究生 学部研究生
週当たりの日数 1．84i1．46）
1．83
iL33）
2．77
i2．25）
通常月 P日当たりの時間数 3．87i3．34）
3．97
i2．88）
3．32
i2．90）
週当たりの自由間数 8．08i6．53）
9．05
i7．49）
9．93
i8．73）
週当たりの日数 1．91 1．88iL72）
3．29
i2．07）
夏　期 P日当たりの時間数 4．47i4．67）　　　■　　■　　謄　　R　　．
週当たりの総称間数 13．lli17．41）
　　3．63
@（3．16）
@10．63
@（11．99）
　　4．96
@（3．08）
@16．88
@（11．70）
注1）上段：X，下段：SD
注2）通常月の大学院生はn＝58，大学院所属研究生V：n　＝15，
　　学部所属研究生はn　＝11，夏期の大学院生はn＝61，大学院
　　所属研究生はn＝16，学部所属研究生はn＝12
注3）学部生，聴講生は省略
表24－a　アルバイトの職種（通常月）：性別
男（π＝49） 女 （η＝21）
職　　　種 轍｝比率（％） 人数ii比率（％）
1
工場などの力仕事 10i20・40
??．?
皿洗いなどの軽作業 1gi38・89
????…
中国語などの講師 16132・711 i　52．4
技能を用いる仕事 10i20．43 i14．3
そ の　　　他 4i8．20 i・．・
合　　　計 5gi！2・．4 23｝！09．5
注1）定期的アルバイト従事者のみ
　注2）この他に無回答が男7人
注3）重複回答あり
の約2倍である。
　すでに述べたように，
今回の1’次調査では，
40，7％が大学付設の留学
生寮或いは学生寮に入居
しているが，東京都
（1988）によると，
13．1％に過ぎず，住居費
の平均は4万2千円と，
岡山県の平均2万2千円
　　　　　　　　　この差を単純にアルバイトで埋め合わせるとしたら，東京
の留学生は岡山の留学生よりも，時給千円として月20時間余分にアルバイト
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を行う必要がある。r留学生新聞』の調査によると（31），単身者の内1人で住
んでいる者は40．3％に過ぎず，残りの59．7％は共同生活をしているが，これ
は住宅事情の悪い東京在住の回答者が多いためであろう。ちなみに岡山の場
合，「友人と同居」と答えた者は103人中僅か1人である。
　『留学生新聞』の調査によると（32＞，大学に在籍している留学生で，1日4
時間を超えるアルバイトをしている者は全体の39．5％であり，時間数を答え
た者に限ってみると，　　表24一　b　アルバイトの職種（通常月）：専攻分野別
45．2％に達する。この数
字には，国費留学生及び
中国政府派遣留学生，さ
らに僅かながら台湾や香
港などの留学生も含まれ
ているので，中国大陸か
らの私費留意に絞・た齢翻激戦護難業歌理科系，人
場合，1日4時間を超え　　注3）重複回答あり
職　　　種
文科系（η＝30）
l数i比率（％）
理科系（π＝40）
l数i比率（％）
そ
工場などの力仕事
M洗いなどの軽作業
?糟黷ﾈどの講師
Z能を用いる仕事
@　　　の　　　他
6i20．0
Vi　23．3
???．??????．???
??????，??????????．????
合　　　計 41i136．741ilO2．5
表24－c　アルバイトの職種．（通常月）：在籍形態別
職　　種
大学院生（η＝46）
ki比率（％）
院・研究生（π＝12）
Ti比率（％）
学部研究生（η＝9）
l数i比率（％）
肉体労働
ｪ脳労働
ｻの他
???????????????????
5i41．7
V　｝58．3
P　i　8．3
6　；66．7
T　i55．6
O　iO．0
合　　計 55i119．6 13i108．3 11i122．2
注1）定期的アルバイト従事者のみ
注2）この他に無回答が大学院生4人，学部所属の研究生2人
注3）重複回答あり
注4）肉体労働：工場などの力仕事及び皿洗いなどの軽作業
注5）頭脳労働：中国語などの講師及び技能を用いる仕事
（31）『留学生新聞』（1992年7月号）。
（32）前出のr留学生新聞』（1992年6月号）。
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るアルバイト者の比率がさらに増大することは明白である。
　以上の点から，岡山県下の中国人私費留学生は，全国レベル，特にその大
多数を占める首都圏を初めとする大都市圏の中国人私費留学生に比べて，
「恵まれた」留学生活を送っているといえよう。特例的に1日8時間以内の
アルバイトが認められる夏期休暇中で＄，大阪や神戸のように希望者が殺到
し，「アルバイト奪い合い」，「アジアの留学生ら悲鳴」（1991年8月15日付
『朝日新聞』）といったような深刻な事態は発生していない。
　それにもかかわらず，今回の調査結果から明らかなように，岡山県下にも
1日4時間を超えるアルバイトを行わなければ生活できない留学生が多数存
在しているのは事実である。もちろん，平均して5万円を遥かに超える（推
定6万5千円）の仕送りのある（33），中国以外からの私費留学生との経済的格
差は歴然としている。日本国際教育協会（！992）によると，親族から仕送り
を受けている私費留学生は35．1％存在し，当該留学生の平均仕送り月額は
74．7千円であり．これは調査対象者全体でみると，1人当たり平均26．2千円
とな：る（34）。・
　付記：引用文献は次号に一括して掲載する。
（33）前出の東京都（1988）によると，留学生の仕送りの平均額は5．1万円であるが，回答者
　の中には22．5％の中国人留学生が含まれているので，中国人留学生の仕送りをゼロと
　仮定すると，本文の数値が得られる。また，前出の東海大学教育研究所（1990）の調査
　によると，当該大学在学中の留学生は平均7万円以上8万円未満の仕送りがある（pp，
　40－41）e
（34）日本国際教育協会（1992）のp．13の表より算出。なお，この調査は同協会が全国の大
　学，短期大学，専修学校（専門課程）160校に在籍する私費留学生3，000人を対象とし，
　実施した生活実態調査である。回答者は1561人で，回答率は52．0％であった。残念なが
　ら，この調査では留学生の国籍を問う項目がないため，回答者に占める中国人私費留学
　生の比率等は不明である。
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